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北海道大学、森永乳業、日立製作所は、 

母子健康調査に関する協創成果としての知的財産を開放 

母子が健康に暮らせる持続可能な社会の実現をめざす 

 

国立大学法人北海道大学(以下、北大)、森永乳業株式会社(以下、森永乳業)および株式会社

日立製作所(以下、日立)は、母子健康サービスの提供を検討している自治体や研究機関、企業が

継続的に母子の健康データを収集する仕組みと、健康データに基づいた健康改善アドバイスの配

信方法に関する 3 件の知的財産*１を開放し、母子が健康に暮らせる社会の実現をめざすことに合

意致しました。 

 

北海道岩見沢市(以下、岩見沢市)と、北海道大学センター・オブ・イノベーション(以下、北大

COI)*2 の参画メンバーである北大、森永乳業、日立は、出生率の向上と低出生体重児の減少を

目的とした母子健康調査(以下、本調査)を実施しています。本調査は、産学官連携による社会課

題解決や、持続可能な社会の実現をめざす「食と健康の達人」プロジェクトの一環として、岩見沢

市がめざす健康経営都市の実現推進のために、2017 年から開始されました。本調査では、北大

COI が母子の便、血液、母乳、食事などの様々な健康データを収集・解析する健康データ統合プ

ラットフォームを構築することで、岩見沢市で出産する女性と子どもに健康改善アドバイスを提供し

ています。これまでに 200 人の母子が調査に参加し、健康改善アドバイスを受けることで、岩見沢

市の低出生体重児の割合が、2015 年の 10.4%から 2017 年には 7.8%へ低減しました。 

より多くの母子の健康向上に向けて、北大、森永乳業、日立の 3 社は本調査によって得られた

母子健康調査の社会実装に貢献する知的財産を開放します。特に、母子に対するサービスの担

い手となる自治体、団体等の非営利機関には、無償で開放する予定です。 

今後、岩見沢市、北大、森永乳業、日立は、本調査や母子健康サービスの担い手となるパート

ナーを増やし、母子が健康に暮らせる社会を実現することで、未来の子どもたちにより良い環境を

つくる活動に貢献していきます。 

 

母子健康調査の活動、知的財産の開放については、「本件お問い合わせ先」にご連絡くださ

い。 

 

 

*1 現時点では特願 2020-106028、特願 2020-106029、特願 2020-106030(いずれも北大、森永乳業、日立共同出

願)が開放の対象。なお、本開放は個別に契約を締結する。 



 

 

*2 センター・オブ・イノベーション(COI)プログラムは、文部科学省と国立研究開発法人科学技術振興機構(JST)が実

施する、産学官連携によって革新的なイノベーションの実現を目指す研究開発プログラム。北大は平成 27 年より本

プログラムに採択され、筑波大学、北里大学、30 社を超える企業・関連機関とともに『食と健康の達人』拠点として活

動している。 

 

■本件お問い合わせ先 

国立大学法人北海道大学 産学・地域協働推進機構 ＦＭＩ推進本部 [担当：大久保] 

〒001-0021 札幌市北区北 21 条西 11 丁目 FMI 国際拠点 

電話： 010-706-9601(直通) 

 

以上 


